
【目的】総社市独自の「障がい者サポーター研修会」を実施し、障がいへの理解を深め、誰もが安心して暮らせる共生社会総社を実現する。

 総社市は「ひきこもりサポーター」や「介護予防・生活支援サポーター」
などの研修会を積極的に実施してきた。これらの取り組みにより、市民が知
識を習得し、地域で互いに支え合える関係を築けることが実証されている。

 令和4年の障がい者に関する世論調査によると、障害者支援マークの認知度
には差があり、市民への周知にまだ課題が残っている。

 今回のインターンシップの実習を通じ、障がいのある方と接する中で「特別
な存在」という意識がなくなり、誰もが支え合える関係性を実感した。

 福祉事業所のスタッフさんから、「学生が来てくれたらいい刺激になる」と
いう言葉をいただいた。

実施主体:総社市役所（福祉課）と社会福祉協議会 場所:市役所の会議室
【研修会の内容】
第１回:障がいに関する基礎知識や支援マークの意味、共生社会の考え方、

ユニバーサルデザインの視点で身近な生活環境における配慮などについて学ぶ
第２回:市内の福祉事務所を少人数のグループに分け、見学・交流を行う

見学後はオンラインで各グループの体験を共有する「報告会」実施する
第３回:講演活動を行っている当事者の方や大学の教授を招き、より理解を促す講演会を

実施し、講演会後に意見を交換したり質問をしたりできる座談会を設ける
【研修修了者への支援と啓発】
研修全３回を修了した参加者に、障がい者サポーターの証としてキーホルダーを配布する
サポーターであることを可視化することで困ったときに安心して助けを求めやすくするため
【研修会の周知の方法】
地域コミュニティ→小地域ケア会議や町内会を通じでポスターを配布する
一般市民→市⾧さんのInstagram、市の広報誌・ウェブサイト、公共施設へのポスター掲示

 障がい者への理解を深め、地域貢献をしたいと考える総社市民

特に、地域活動の担い手である民生委員や児童委員の方々

 障がい者支援・福祉分野に関心を持つ大学生

 研修会に参加し、そこで感じたことを共有して研修会の改善に協力する
 研修会の広報活動をしたり、家族・友人に呼びかけたりする
 研修修了者向けのキーホルダーや研修会のポスターを岡山県立大学の
デザイン学部の学生と協力して作成する

【対象人数】約50人
 講師謝礼・福祉事務所への謝礼→約５万円
 広報・印刷費（ポスター印刷）→約1万円
 キーホルダー製作費→約2万5千円
 備品・消耗品（アンケート用紙など）→約5千円

 研修を通じ市民の意識が変わり、障がいのある方を特別な
存在ではなく、身近な地域の一員として捉えることができる

 キーホルダーは支援マークを理解しているという意思を
示し、困ったとき安心して助けを求められる環境を築く

 総社市を「誰もが暮らしやすいまち」として全国にアピール
する力となり、障がい者1500人雇用の達成にも貢献する

 市民の意識や行動の変化を数値で測ることは
難しく効果の測定が難しい

 キーホルダーも視覚障害のある方には伝わらない
など、全員にとって有効ではない

 福祉事業所が見学を受け入れる体制を整える必要
があり、負担をかけてしまう

【概要】「知識を学ぶ」「現場を知る」「当事者から学ぶ」の3部構成で障がい者サポーター研修会を実施し、修了者にキーホルダーを配布する



人口減少地域における草刈り従事者不足への対策

草から始まる、循環するまちづくり！
人口減少地域における草刈り従事者不足を解消するとともに、子どもたちが地域資源を学びながら環境保全や循環型社会に貢献できる仕組みをつくる。

学校教育と連携し、子どもたちが草刈りを体験し、その草を資源（紙や作品）として再利用することで、地域課題の解決と次世代の担い手育成を両立させる。

・総社市の高齢者人口は、2020年の調査で65歳以上の割合は

28.5%である。今後、高齢化率は2050年までに6.2ポイント上昇し、

34.6％に達し、おおよそ10人に3人が高齢者になると見込まれる。

・人口減少地域において、高齢化により草刈りの担い手が不足して

いる。

・各地区の土木担当の方を対象にした草刈りアンケートでは、「後

継者不足」という声が多かった。

・草刈り従事者が学校を訪れ、草刈り機や手刈り鎌の使い方、安全に

作業するための注意点を説明する。子どもたちは防具を着用し、安全

管理の下で実際に草刈りを体験する。

・刈った草を回収し、細かくした上で繊維として再利用する。

・図工授業では、実際に草から作った繊維を用いて抄紙を行い、一人

ひとりが自由にデザインしたカードや作品を制作する。

・これを探究的な学びの場として位置づけ、年に二回程度実施する。

・学校教育や市民参加で人手を確保することで、担い手不足が解消

される。

・草を刈ることで景観改善につながる。

・子どもたちが地域の課題解決を実際に体験して学ぶことができる。

・「草から紙へ」の広報活動
・学校と連携し、体験プログラムの企画を行う

・子どもたちに草刈りを教える人をどう集めるか

・簡単な抄紙方法を教員に知ってもらう必要性がある

・市民が参加してくれるかどうか

・長期的に続けるための運営体制の確立

・総社市に住む市民（特に子どもたち）
・教育機関

・1学年が参加する想定（30人前後）

・草刈り機の燃料代 5000円

・抄紙の材料費 1万円

・3校が参加するとして、15000円×3校=45000円

合計約4万5000円





シェアリング
エコノミー



(目的)市民に現実的な災害状況を安全に体験させ、避難行動の習得・防災意識の向上を図る
(概要)VRゴーグルと専用ソフトを活用し、災害を体験できる体験会を実施し、体験を通じて避難行動の正しい判断を学んでも
らい、防災意識を高める機会を作る。

【内容】
・VRゴーグル(5台)、防災シナリオを使った体験会を開催。
シナリオは地震(家具転倒・避難経路確保) ・水害(浸水時の
判断)・火災(煙回避・安全避難)に特化した内容とする。
・参加者の年齢制限なし。
・消防本部職員・ボランティアスタッフで運営。
【開催場所】
・学校・公民館・イベントで巡回体験会を実施する。
・消防本部(常備体験・事前予約制)

総社市在住の小中高生
総社市在住高齢者
総社市一般市民イベントの来場者

VRゴーグル(5台) ３０万円
専用ソフト ５０万円
PC・周辺機器 ４０万円
巡回体験会毎費用(会場費・光熱費な
ど)は別途必要

【期間】・１年間行う
【見込める効果】
・避難行動理解度向上。
・災害時の避難率向上。
・防災意識の向上。
・消防署と地域の連携・繋がりの向上。

・総社市は2018年西日本豪雨で甚大な被害を受け、
今後も地震・豪雨災害のリスクが高い。

・実際の恐怖や緊迫感を体験することが難しく、避
難行動の判断が難しい。
・特に若年層、高齢者の防災意識向上が課題。

・災害が起きた際に正しい行動、判断をすることが
難しい。

・SNS・イベントでの広報活動。
・ボランティアとして参加。

・学生にボランティア参加の呼びかけ。

・体験出来る人数が限られ、時間調
整が必要となる。

・理解度の確認や効果を測定しにく
い。


